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はじめに
現今， 日本経済の国際化の中で，最大の経済的・政治的課題はいわゆる経
済摩擦解消の問題とされている。その核心部分は貿易摩擦の問題である。そ
及ぶもの，
れも日米間の摩擦が基軸をなすといってよい。石川博友氏によれば，
易摩擦の歴史は，第1段階の1950年半ばの繊維品摩擦，第2段階の1970年代
の日米繊維交渉からカラーテレビ，鉄鋼，農産物交渉，電電公社開放にまで
そして1980年代の自動車，半導体，コンピュークなど戦略産業部
日米貿
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(1) 
門などで生じた第3段階を経過しつつある。
(711) 577 
わが国の通闘貿易収支はこの 3年間， 大幅かつ異常な黒字の増大となっ
た。その黒字額は1983年205億ドル， 84年336億ドル， 85年461億ドルであり，
その大部分は対米収支の黒字によるものであるが，アメリカを先頭とする海
外からの対日批判，対日圧力が強まるのも当然である。
対日批判は単に貿易にかかわることに限定されず，流通機構，商慣行，産業
政策さらに文化の問題にまで及んでいる。これは第1次ギボンズ報告 (1981
年12月）や第2次ギボンズ報告 (1983年8月）を見ても明らかである。日本
の経常収支が370億ドルの黒字に達した1984年度の12月10日，来日中のオル
マー米商務次官は，「米国の対日政策と今後」と題する講演の中で，「グロテ
スクなまでに拡大した日本の対米貿易収支黒字を放置すれば，米議会に相互
主義の動きが一層強まるだろう」と警告しつつ，すでに「我慢の限界にきて
いる」 とし，「日本は外国からの商品とサービス輸入を増加することを，国
家の優先目標として確立すぺきである」と述ぺ，製品輸入比率の大幅な引き
(2) 
上げ，関税の引き下げ等々の具体的手段を示して圧力をかけた。
海外からの圧力は，日本の異常な輸出の自主規制とともに， 日本の市場開
放・輸入促進，内需拡大といった要求が基軸として貫かれている。中曽根首
相は， 1985年4月9日，国民が1人当たり 100ドルの外国製品を買うよう訴
えた。しかし消費不況がつづく国民の多くの共感はえられず，また実際上，
大々的なキャンペーンにもかかわらず貿易の大幅黒字解消には効果はなかっ
た。 1億2千万人の国民が1人当たり100ドルの輸入品を買うならば， 120億
ドルの黒字ぺらしができるとの算段であった。皮肉にも1985年度の経常収支
の黒字は逆に前年比180億ドル増えて550億ドルに達したのである。黒字の原
因が消費者にないのに消費者に求めるところが滑稽でさえある。
1985年は経済•貿易摩擦にとって新しい局面のスクートとなった。その 9
(1) 石川博友『日米摩擦の政治経済学』ダイヤモンド社， 1985年3月， 211ペー
ジ以下参照。
(2) 『日本経済新聞』 1984年12月11日付。
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月22日，先進5ヶ国（米，英， 西独， 仏， 日）の蔵相・中央銀行総裁会議
(G 5)でのドル高是正の協調介入を契機に， ドラスティックなドル安・円
高が急進展したし，今なおそうである~ 9月20日1ドル=242円を底に， 86 
年1月に200円台を割り， 3月17日には174円80銭と史上最高値を 7年ぶりに
更新し，『経済白書（昭和61年版）』が発表された8月15日154円30銭にまで
急騰したのである。他方，本年に入って原油価格が大幅に急落 (1バーレル
当たり10ドル割れ）し，また一次産品の大幅な下落がつづいている。
円高不況といわれる状況が深刻化しつつあり，中小輸出産業等が大きな打
撃を受けている。消費者連動は円高差益の還元を求めている。円高•原油安
の差益還元は不十分との見方が有力である。
政府は1985年7月，輸入促進のためにいわゆるアクション・プログラムを
策定し，実施に移しつつある。 このプログラムは， 輸入品の促進との関連
で，流通業界， とくに小売業に重大なインパクトを与えつづけている。この
意味で，その全体像をとらえ，関連して種々の行政指導も考察しておく必要
がある。アクション・プログラムとともに重視すべきはいわゆる前川レポー
ト(1986年4月）であろう。いずれも流通分野から，そして国民生活を守る
視角から検討しておきたい。
本稿では，上述の考察を若千行なった上で，わが国小売業， とくに輸入品
販売で最も実績のある百貨店に焦点をあてて，経済摩擦との関連の新しい動
向を考察しようとするものである。
]I 政府・自民党の市場開放政策と問題点
経常収支の未曽有の黒字に対する海外からの厳しい批判と市場開放への圧
カの中で，政府・与党対外経済対策推進本部は1985年7月30日，「市場アク
セス改善のためのアクション・プログラムの骨格」（以下， アクション・プ
ログラムと略す），「アクション・プログラム実行推進委員会の設置等につい
て」を決定した。
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a) アクション・プログラム策定の経過
(3) 
アクション・プログラムの決定までの経過を簡単にみると，第2次中曽根
内閣の発足直後の1984年11月13日，内閣官房に特命事項担当室を設置し，っ
づいて12月4日経済対策閣僚会議に対外経済問題関係閣僚会議を設置すると
ともに，その助言機関として民間の学識経験者や財界人ら10名以内の対外経
済問題諮問委員会（大来佐武郎座長）の開催を決定した。翌85年4月9日，
11回目の会合において「対外経済問題諮問委員会報告書」がまとめられ，河
本国務大臣に提出された。同日，経済対策閣僚会議は「対外経済対策—最
近の決定と今後の政策方向一ー」を決定した。
対外経済問題諮問委員会報告は，「世界の自由貿易体制の危機を回避し，
世界経済の安定と進歩のために，我が国は市場アクセスの改善，内需中心の
持続的成長，対外経済協力の拡充，製品輸入の促進等の諸施策について，中
期的視点に立って，具体的施策を実施する必要がある。その際の基本的考え
方としては，国際的に開かれた日本に向けて『原則自由，例外制限』といっ
(4) 
た大胆な発想が必要である」と述べ，中期的政策の提言として，政府は市場
アクセスの改善を目指した「アクション・プログラム」の策定に早急に着手
(5) 
すべきだとして，その内容項目を報告に盛り込んだのである。
経済対策閣僚会議の決定と内閣総理大臣談話は同日，上記政策提言の「最
大限尊重」を表明した。
4月19日には，わが国経済の一層の国際化を強力に推進するため「政府・
与党対外経済対策推進本部」が設置され，同日，同本部は「市場アクセス改
善のためのアクション・プログラムの策定要領」を決定した。 これは，「原
(3) 内閣官房特命事項担当室・経済企画庁調整局監修『行動計画「アクション・
プログラム」ー~（以下で
は『行動計画』と略す）ぎょうせい， 1985年9月， 283ペー ジ以下参照。
(4) 同上書， 8~10ペー ジ。
(5) 同上書， 20ペー ジ以下。
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則自由・例外制限」なる基本原則を確認し， アクション・プログラムの性
格，内容，策定の手順などを決めている。同本部は 6月25日「関税に関する
アクション・プログラムの骨格」「基準・認証制度等アクション・プログラ
ム策定推進委員会の設置」を決定した。
かくして， 1985年7月30日，わが国の対外経済対策としては画期的な「市
場アクセス改善のためのアクション・プログラムの骨格」が発表された。
b) アクション・プログラムの概要
アクション・プログラムは，総論と 6つの章から成る各論で構成されてい
る。その概要をみてみよう。
総論では，保護主義の台頭を「由々しき事態」 として認識し，「自由貿易
体制を維持・強化し，貿易拡大均衝を通じて調和ある対外経済関係の形成と
世界経済の安定的発展を図るため積極的な努力を行っていくことは，世界の
ー割国家としての我が国に課せられた重要な責務である。とりわけ，我が国. . . . . . . . . . 
の現在の地位にかんがみれば，自ら相当程度の犠牲を払ってでも，我が国の
力を世界全体の中長期的発展のために活用することが要請されている。こう
した方向への努力は，製品輸入を中心とする輸入の拡大による価格の安定，
(6) 
選択の幅の拡大を通じて， 国民生活の一層の向上にも役立つものである」
（傍点は引用者による）との考え方を表明し， この観点から 3カ年にわたる
アクション・プログラムを策定し実施し，その目標は「我が国の市場が国際
(7) 
水準を上回る開放度を達成することである」。アクション・プログラムの基. . .  . . . . 
原則は，「『原則自由・例外制限』の基本的視点に立ち，政府介入をできるだ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. (8) 
け少なくして，消費者の選択と責任に委ねる」（傍点は引用者による）の
を第1とし， 第2に積極性， 第3に開発途上国への配慮という 3つを掲げ
た。
(6) 同上書， 92ペー ジ。
(7) 同上。
(8) 同上。
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(9) 
各論では，第1章「関税」において，新ラウンドの推進とともに1853品目
の関税の撤廃または関税率の引下げ，特恵関税制度の改善を表明し，第2章
「輸入制限」において，農水産品と皮革・革靴の輸入数量制限等はガットの
場で適切に対処すると述べた。
第3章「基準・認証・輸入プロセス」において，「原則自由・例外制限」
「例外制限の内容も必要最小限のものに限定する」「可能な限り消費者の選
択と責任に委ねる」「生産者の義務と責任についての自覚を促す」との視点
で基準・認証制度等を総点検しアクセスの改善をはかる。このため「基準・
認証制度の対象品目の削減，基準自体の削減のほか， とりわけ自己認証制度
(10) 
の導入と拡充を図る」とし，外国の検査デークの容認，外国関係者の意見反
映，認証手続と市場参入手続の簡素化・スピードアップ等を決めている。
なお，基準・認証制度は長年にわたる国民の被害を背景として消費者運動
等の要求により国民の生命と安全を守るため政府が製品の安全基準や規格を
定め製造・販売を規制している制度で，関係する法律は31にのぼる。その規
制緩和に対しては消費者運動団体から「外圧を理由に変更することは間違っ
(11) 
ている。今ある基準ですら不十分」と強力な反対の声がでている。
第4章「政府調達」において，契約手続の抜本的改善，外国製品調達の拡
大等を定め，第5章「金融，資本市場」において，預金金利の自由化，債権
先物市場の創設，外銀の信託参入，東京証券取引所会員権拡大，金融自由化
(9) 同上書，各論部分は96~189ペー ジ参照。
(10) 同上書， 116ペー ジ。
(11) 『消費者運動ニュース』（全大阪消費者団体連絡会の機関誌）第258号， 1985 
年10月25日。
同年10月17日，大阪府立消費生活センクーで，「安全をおびやかす規制緩和
（市場開放行動計画による基準認証制度の廃止等）と人工甘味料アスパルテー
ムについて考え・行動する全関西団体連絡会発会の集い」（略称「市場開放・
アスパル全関西連」）が開催され，参加団体は142, 全構成貝は350万人を超す
という大きな共同行動組織がつくられた。そしてこの組織は， 「市場開放行動
計画による規制緩和に反対する要請決議」と「食品添加物からアスパルテーム
の指定削除を要請する決議」を採択し，行動の第一歩とした（同上）。
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の環境整備等々をもり込んでいる。
最後の第6章「サービス・輸入促進等」において，まず「サービス」の項
目では，外国弁護士，運輸業，保険業，デーク流通，外国人の国民健康保険
適用，商慣行，不正商品の各分野における改善を定めて，また市場開放に関
する苦情処理体制の整備をすすめるとしている。 とくに商慣行については
「輸入品の流通を阻害すると指摘されている商慣行につき，検討委員会にお
いて，内外の実務家その他学識経験者の意見を聴取しつつ，実態把握等必要
(12) 
な調査を行い，今年度内を目途に検討結果の報告を求める」とした。
次の「輸入等の促進」の項目では， (1)「輸入拡大の努力」として，「最近の. . . . . . . 
国際収支動向等を踏まえ，官民挙げて目に見える形での輸入の即効的拡大努
(13) 
力を図るため」（傍点は引用者による）次の施策を推進するという。①民間
企業に対する輸入拡大努力要請—すでに輸出業界・流通業界の主要企業60
社に輸入拡大要請を行なってきたが引つづきフォロー・アップを行う。②製
品輸入金融の拡充，政府による輸入品調達ー一日本輸出入銀行の製品輸入金
融の貸付金利の引下げ，外貨貸し導入等のほか，政府自らも外国製品の調達
p4) 
に努力する， といっ。加えて，「別紙1」の施策として， ①輸入品に係る国
民意識の高揚ー一日本貿易振興会の大規模インポート・バザールや10月の製
品輸入促進月間を中心に全国的な各種啓発活動の展開，②特定外国製品輸入
促進計画 (STEP)の拡充，⑧商談会の実施，④外国企業に対する各種情報
(15) 
提供の強化，を打ち出している。
(2)「流通」として，流通産業に対し輸入品販売促進のための施策，輸入品
流通に係る実態の調査・検討を行なう。「別紙2」の施策として， ①輸入品
流通実態調査等，②流通業界における輸入品販売の促進一ー1前記大規模イ
(12) 『行動計画』， 178ペー ジ。 これはのちに「輸入品の流通等に関する専門委員
会報告」として提出され，『輸入品の流通及び商慣行』として出版（後掲）さ
れた。
(13) 同上。
(14) 同上書， 180ペー ジ参照。
(15) 同上書， 182ペー ジ参照。
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ンポート・バザールの開催に百貨店・スーパー・中小小売商の参加要請， 2 
百貨店・スーパーに輸入品販売促進のための全国各地での催事開催， ミッシ
ョンの派遣要請，商店街等における輸入品販売促進事業の全国的展開等， 3 
百貨店・スーパー等が行なう輸入品に係る出張販売の期間の弾力化を図る，
4酒類販売業者による輸入酒デー，輸入酒フェア等の積極的実施の要請， 5 
フードウィーク等各種既存フェアにおける輸入食料品販売促進の指導を行な
ぅ，⑧主要見本市における輸入品展示機会の確保を図る， という施策をあげ
(16) 
ている。
(3)「海外旅行の促進等」として，その施策の推進を述ぺている。
最後の「投資交流」という項目では，外国企業の対日投資およびわが国企
業の海外直接投資を一層促進する， としている。
c) アクション・プログラム等の若千の問題点
前項でアクション・プログラムの概要を紹介してきたが， これをどう認識
するかは大きな問題であり，また評者の立場によっても異なるものである。
これを高く評価する見解，否定的にみる見解等々ありうるが， ここでは若千
の所見を述べておきたい。
まず， このアクション・プログラムは国民的合意をえて慎重に形成された
ものとはいえない。中曽根首相好みの諮問機関方式により僅か10名で構成さ
れた対外経済問題諮問委員会が僅か4カ月足らずで報告書を出し，それを最
大限尊重して， 10日後には策定要領が決定されるなど手続的にも問題があ
る。産業の存立，企業経営，国民生活のあり方に重大な影響を及ぼすこのプ
ログラムが， 1985年秋の臨時国会では，臨時行政改革推進審議会答申 (7月
22日）に沿った「規制緩和」とアクション・プログラムに沿った「市場開
放」とを一括した「規制緩和一括法案」として， 12月13日参議院本会議で可
決・成立した。ここでも強引な一括法案方式で強行されたのである。
(16) 同上書， 182~184ページ参照。
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内容については全面的に検討することはできないので，筆者の関心に従っ
て若千の問題点をみてみよう。第1の問題点は，商業ないし流通に係る施策
にかなり力点がおかれているが，「政府介入をできるだけ少なくして」とい
いながら，戦後流通史の中でも稀れにみる政府の流通介入を示しているとい
う点である。輸入拡大の努力は現下の国際経済情勢の下では必要性は理解で
きるが，製品輸入に係る国民意識の高揚，大規模なインポート・バザール，
製品輸入促進月間等から外国企業への各種情報提供に至るまで外国の輸出企
業の対日マーケティングを日本政府が手助けし，他方では日本の流通業界な
いし輸入に係る主要業界に，製品輸入計画を提出させ，それをフォローアッ
プするなど尋常では考えられない流通介入となっている。本来，自由経済を
建前とするならば，商業の場合にもその品揃えは商業の自主的判断に委ねら
れるべきものであって，政府から輸入品の品揃えと販売促進を要請される筋
合いはない。後述する通産省の行政指導にも表われるように， 名目は「要
請」でも，かなり内容的には商業への国家的統制の色彩を感じさせるものと
なっている。
第2の問題点は，消費者にとっての問題である。消費財の輸入商品がその
種類・品目においてより多く店頭に並ぶことは，消費者の選択の自由を拡大
するメリットがあることは確かであるが，その場合少なくとも 4つの条件が
保障されていなければならないと思われる。第1は，商品の安全性の確保で
ある。基準・認証制度の規制緩和をアクション・プログラムの 1つの柱とし
ているが， これは重大な問題である。 1983年の夏，外圧に屈して食品添加物
11品目の規制緩和がはかられた時は，大規模な署名運動で反対運動が展開さ
れたことは記憶に新しい。そのうちの人工甘味料アスバルテームについて人
体への有害性に論議が集中し，今なお反対運動が続いている。政府が基準を
ゆるめ，認証を外国の検査デークでも，自己認証でもよいとするのでは，わ
が国消費者の健康と生命が損なわれる危険が高まるといわねばならない。第
2は独占価格排除の問題である。現今，円高が異常な形で進行しているが，
すべての輸入品でそれに見合った程度に価格が下がらず，莫大な利得が一部
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の輸入業者等に差益として蓄積されている。ャミ再販価格などの監視と規制
強化が必要である。第3に，これと関連して競争条件が十分に確保されてい
なければならない。輸入総代理店制のような独占的な販売権を容認し，それ
が並行輸入を阻害するような現状は消費者の利益とならない。第4に，民族
の生存権の最低線たる食料， とくに基礎的食料たる米の自給体制の確保であ
る。この場合， 目前の価格差，食管制度の赤字に眩惑されて，長期的・民族
的利益を犠牲にすべきではない。日本と世界の情勢が永久に平和である保障
はないことがその最大の理由かと思う。
第3の問題点は，アクション・プログラムを軸とした政府・自民党の市場
開放政策では直面する経済摩擦を根本的に解決しえないばかりか，国内的諸
矛盾を激化するであろう， ということである。アクション・プログラムによ
る政府の流通介入は，製品輸入の促進という点でも一定の成果は上がると考
えられる。だが，日本の全輸入の中では，原料・燃料，資本財が圧倒的で，
(17) 
製品輸入比率は 3割程度にすぎないし，日本の製品輸入のうち非耐久消費財
(8.5%)と耐久消費財 (7.3%)との合計は15.8彩 (1984年）にすぎず，製
品国内需要に対する製品輸入の割合は5.2彩 (1983年）でアメリカの8.8彩，
(18) 
EC諸国の21%と比ぺ著しく少ない。だから製品輸入は促進できるし，やら
ねばというのは短絡的発想といえよう。原材料を輸入し加工•生産して， と
もかく多くの中小零細企業が生産と流通にかかわって拡大再生産する日本の
経済構造は歴史的・社会的な諸条件に支えられてきたものである。 ところ
が輸入促進という形で経済摩擦を解消する方向にもっていこうとすれば， こ
の再生産構造が梗桔になる そ.,....てアクション・プログラムと連動して登場
してきたのが，レーガン政権が強く期待し，中曽根政権が強力に推進しよう
とする経済構造の転換一輸出指向型経済構造から国際協調型経済構造への
抜本的な転換—，つまり前川レポートといわれる「国際協調のための経済
(17) 同上書， 296ペー ジの付表参照。
(18) 通産省産業政策局編『21世紀産業社会の基本構想』，通商産業調査会， 1986年
6月， 174~175ペー ジの関係資料参照。
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(19) 
構造調整研究会」の報告書であり，その実行である。これが推進されると，
農業破壊が進み，マル優の非課税貯蓄制度の廃止，中小零細商•工業の陶治，
雇用不安など経済的弱者の営業と生活は困難を加重されることになろう。同
報告書は，「流通構造の合理化の促進， 流通・販売に係る諸規制の見直し」
'「国民に対する輸入促進キャンペーンの強化」等々「輸入促進策の整備を図
(20) 
るJと述べ，アクション・プログラムを補強する性格をもっている。
． 直面する経済摩擦の解消にあたって，政府・自民党のアクション・プログ
ラムや経済構造調整政策は，アメリカ側での原因と責任を棚上げし，また輸
出急増の真犯人である自動車や電機など大企業の社会的•国際的責任を不問
にし，輸入促進によって国内の経済構造を転換し，流通業界に介入し，かつ
国内的諸矛盾・コンフリクトを高めるという重大な問題性をもつことを看過
してはならないであろう。
実際，輸出の花形・自動車は， 1985年，輸出実績673万台（前年比10.1%
増），部品をふくめた輸出金額419億ドル（同13.8彩増）とそれぞれ史上最高
を記録し，アメリカ向けは313万台（同21.4彩増），生産台数に占める輸出比
(19) 国際協調のための経済構造調整研究会『報告書』， 1986年4月7日。経構研は
中曽根首相の私的諮問機関で，前川春雄（前日銀総裁）座長など17名で構成。
8月上旬，首相が本部長となる「経済構造調整推進本部」を発足させる（『朝
日新聞』 1986年7月27日付）。
(20) 同上報告書， 7ページ。この前川レポートは「提言にあたっては，自由貿易
体制の維持・強化，世界経済の持続的かつ安定的成長を図るため，我が国経済
の拡大均衡及びそれに伴う輸入の増大によることを基本とする」，そのため「(1)
市場原理を基調とした施策……市場アクセスの一層の改善と規制緩和の徹底的
推進を図る。 (2)グローバルな視点に立った施策……我が国の経済構造の是正に
自主的に取り組む必要がある。……各国（との）……構造調整などの政策協調
の実現が必要である。 (3)中長期的な努力の継続……。」（同上， 2ページ）と述
ペている。
なお，本文で引用した「流通・販売に係る諸規制の見直し」の中には，大規
模小売店舗法の廃止ないし規制緩和としての改正が意図されているかもしれな
いので注視を要しよう。
経済摩擦・円高と百貨店 (721) 587 
(21) 
率は54.9彩（同1.6彩増）など新記録づくめとなっている。他方，円高不況
が進行し， 輸出地場産業， 造船， 非鉄金属などで経営難が深刻化しつつあ
り，前回の円高時に比し円高倒産がハイ・ペース (1986年5月に50件，昨年
(22) 
10月末以来では164件，負債合計2413億円に達した）ですすんでいる。また
雇用不安もすすみ， 86年7月に完全失業者は 167万人に達し，完全失業率は
昨年12月，今年4月と並んで1953年の労働力調査以来の最高水準の 2.9%を
(23) 
記録するに至っている。
このような事態の進行は，国民の消費生活と直結する小売業全般にとって
好ましいものではありえない。長期消費不況の中で，わが国小売業の商店数
は，商業統計が作成された1952年以来，最大の減少 (1982年に比べ85年には
（公）
9.3万店の減少）となった。増えないパイをめぐる小売競争は激化し， 営業
時間の延長がすすんでいる。小売業一ー規模の大小を問わずーーにとって有
効な， 同時に経済摩擦解消の 1つの有力な条件は， 大幅な所得減税と賃上
げ，労働時間の大幅短縮，生活の基礎的な諸条件の改善など内需とりわけ消
費購買力と購買時間を早急に高めることである。政府が狙う大型間接税など
到底許容できるものではない状況にあるといえよう。
以下では，輸入商品の販売において小売業のなかで実績のある百貨店に焦
点をあてて考察しよう。
(21) 『朝日新聞』 1986年1月31日付。
(22) 同上紙， 198~6 月12日付。なお．同じく帝国デークバンク調ぺでは 5 月の
倒産（負債額1千万円以上）は1,633件，負債総類4,029億4,600万円となって
いる。
(23) 同上紙， 1986年8月30日付。
(24) 通産大臣官房調査統計部『昭和60年商業統計速報』 1986年5月，商店数の減
少について，「全国の卸売業及び小売業の商店数は204万2千店で， 57年6月1
日調査に比べ11万店，△5.1%の減少となった。卸売業，小売業別にみると，
卸売業は41万3千店で1万6千店，△3.7%の減少，小売業は162万9千店で，
9.~ 万店，△5.4%の減少となった」（同上， 7ページ）。年間販売類の実質額で
は，この3カ年間，年平均でみると，卸売業では2.8%増，小売業にいたっては
僅かに1.1%増という最低の伸び率にとどまっている（同上， 16ペー ジ参照）。
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皿百貨店の輸入拡大計画と硯状
アクション・プログラムの中で指摘されていたように，政府は民間企業に
対し輸入拡大努力を要請した。通産省が主要輸出業界および流通業界の主要
企業60社に対し， 1985年4月22日，輸入拡大に関する協力要請を行ない，こ
れに対する各企業の対応振りを概要としてまとめた資料によると，第1表の
通りである。
第1表主要企業60社の輸入拡大計画
（単位：億ドル）
19碑度 1985年度 増加 （増加率％）
全体⑥諄難り重複を除く） 911 961 50 (5.5) 
機 械 岱 51 8 (18.4) 
鉄 鋼 80 79 △1 （△ 1. 7) 
商 社 856 900 44 (5.1) 
百貨店・スーパー 31 34 3 (10.8) 
（注） 百貨店・スーパーについては輸入品販売類。
（資料） 通産省「主要企業60社の輸入拡大計画について」 1985年6月7日。
この表でいう機械には乗用車， 電機， 電子， 機械における部品等をふく
み，鉄鋼には鉄鉱石•石炭など原燃料が中心であり，商社では従来のエネル
ギー・金属からハイテク・機械分野に重点を移した輸入拡大という内容をふ
くんでいる。百貨店・スーパーでは百貨店協会に属する 9社，チェーン・ス
トア協会に属する 9社の計大手18社が対象となっている。・
この表から明らかなことは，輸入拡大計画における百貨店・スーパーの果
す役割はきわめて小さいということである。この表での全体に占める百貨店
• スーパーの割合は僅か3.5彩程度にすぎないのである。しかも 3億ドルの
増加とは直輸入と間接輸入の両方をふくむものである。百貨店・スーパー
は，政府の要請に応じて今後輸入品催事の増強を計画している。輸入品の小
売はなにも大手の百貨店・スーパーに限ったことではなく，莫大な数の中小
零細小売業でも少なからず販売していることはいうまでもない。それにして
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も前述の中曽根首相発言のように小売業に過大な期待をかけるのでは，貿易
摩擦の解消はおぼつかないといってよい。
では，実際，大手の百貨店・スーパーは輸入品販売額をどの程度増加させ
たのであろうか。通産省の指導で，輸入品フェアを各社とも強力に推進した
が，通産省が1986年3月頃調ぺた未公表資料によれば， 百貨店9社（高島
屋，三越，大丸，西武百貨店，松坂屋，伊勢丹，東急百貨店，阪急百貨店，
そごう）とチェーンストア 9社（東急ストア，ニチイ，丸井，ダイエー，ュ
ニー，西友，ジャスコ，イトーヨーカ堂，長崎屋）の総計は， 84年度と85年
度を比較して，総販売額は9兆8765億円から10兆2881億円へ4.2彩増加した
のに対して，輸入品販売額は7664.1億円から8435.7億円へ10.1%増加した。
輸入品の総販売額に占めるシェアは7.8%から8.2彩に高まった。他方ライセ
ンス生産は1334.9億円から1493.9億円へ11.9%も増加している。
この輸入品販売額の伸び率は，百貨店9社で6.8彩なのに対し，チェーン
ストア 9社では13.5彩に達した。輸入品販売のシェアは百貨店9社で8.8彩
から8.9彩になったのに対し，チェーンストア 9社では6.9彩から7.6彩にな
った。これでみるとなお百貨店の方がチェーンストアより輸入品販売の割合
が高いのであるが，今後逆転する可能性もあるといえよう。
ともあれ， 上記18社の輸入品販売額は85年度には前年度に比べて10.1彩
増，金額にして771.6億円増加している。これは通産省がとりまとめた輸入
拡大計画と比ぺるとやや少ない伸び率といえるが，販売額では円高の進行を
考慮すると，為替レートの変動要因が大きく正確にはいえないがドルベース
では 3億ドルの拡大計画を超過達成したと思われる。
IV 百貨店の製品輸入と輸入品シェア
ところで我が国百貨店の製品輸入等の状況はどうなっているであろうか。
直輸入と間接輸入の状況，大手都市百貨店の位置，輸入商品の商品別・地区
別の内容などどんな特徴をもっているであろうか。
日本百貨店協会は， 1984年7月，加盟121社に対し「百貨店における製品
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輸入等に関する調査」を行なった。これは，アンケートによる調査で84年10
(25) 
月末， 100%回収された。未定稿とされているこの調査結果によれば，次の
ような諸特徴をみることができる。
①製品輸入を実施しているのは百貨店協会会員企業121社のうち65社(54.7 
％）である。第2表にみるように，直輸入と間接輸入を共に実施しているの
は29社，間接輸入のみ実施しているのは36社となっている。
この調査では121社のうち56社は輸入していないことになるが， これは全
く輸入品を販売していないことを意味するかどうかは疑問である。たとえ
ば，ウイスキー，万年筆，ネククイ，紅茶，コーヒーなどちょっと考えただ
けでもおそらく輸入品を販売していない百貨店はないといってよいであろ
ぅ。この点，百貨店協会では，アンケートの仕方に問題があったかもしれな
いし，企業側が長年扱い慣れた商品の場合国産品か輸入品か区別がつかなく
なっていることもあり，調査は百万円単位で記入するようにしており，少額
のものは記入されないので，結局，意識的に仕入れた相当額の輸入品の取扱
い実態を示すとも解されるとのコメントを示された。
② 65社の製品輸入販売額は3762億円で，総商品仕入高の7.6彩を占める。
そのうち直輸入1.8%, 間接輸入5.8%で，直間比率は24対76である。この調
査では輸入品のシェアは正確には出ない。というのもこのシェアは，分子と
なる輸入は売価で記入させ，他方分母となるのは総販売高ではなくて総仕入
高としてその比較をしているからである。
⑧製品輸入販売額の90彩は東京，名古屋，大阪に本社をもつ16の都市百貨
店で占められており，そのうち直輸入にいたっては都市百貨店13社が98.5%
とほとんどを担っている。
④直輸入品では第3表にみるように，商品別でみると婦人・子供衣料(34.0
彩）が一番多く，次に身のまわり品 (15.6%),雑貨 (13.0彩），食料品(10.4
彩），家庭用品 (10%)の順となっている。
(25) 日本百貨店協会「昭和58年度における百貨店の製品輸入等に関する調査結
果」（未定稿）。
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食
料
?
の
?
経済摩擦・円高と百貨店 (727) 593 
⑥仕入れ先を地域別でみると， EC (71.8彩）が抜群であり， アメリカ
(12.5彩），東南アジア (7.7%)を大きく引き離している。ただし，アメリ
力は家具，家電では5~6割近く，東南アジアは衣料関係で10数彩を占めて
いる。北欧からの直輸入の約3割はさすが家具となっている。
⑥間接輸入品では65社で2873億5500万円販売しており，都市百貨店16社が
直輸入ほどではないが87.5%を占めている。
⑦なお，自社ライセンス商品仕入は輸入とは別に， 83年度844億400万円と
なっており，海外に支払われるライセンス料は明らかではないが，かなりの
額に達するとみられている。
以上，日本百貨店協会による1983年度の調査結果をみてきたが，調査上に
若千の問題はあるものの，製品輸入販売の振要はこれで明らかになったかと
思われる。なお，それ以後の調査はされていない。
ところで，大手都市百貨店の個別企業レベルでは輸入品取扱い状況はどう
であろうか。日経流通新聞は1985年4月，輸入品販売に関して大手の小売業
(26) 
に対する緊急アンケート調査結果 (37社回答）を発表した。それによると，
「大手小売業の全取扱商品に占める輸入品の比率にはかなり幅がある。業種
別にみると百貨店が 5~10彩前後， スーパーは3~5彩前後のところが多
ぃ。………専門店は店や取扱商品の性格によって差が大きい」ようである。
また「輸入国別では総じて百貨店，専門店がヨーロッパ志向，スーパーがア
ジア志向，百貨店は衣料で英，仏，伊，家具で北欧がおもな輸入先で，米国
製品の扱いは少ない」という。この調査のうち百貨店13社の輸入品販売状況
は第4表に示しておく。
なお，第4表と数字が異なる点が気になるが，先述の通産省の未公表資料
によれば，都市百貨店9社の輸入品シェアは第5表の通りである。この表は
総じて第4表よりシェアは小さく示されているが，分母となる総販売額が企
業グループのそれで示されているなどによると思われる。この第5表をみる
(26) 『日経流通新聞』 1985年4月25日付。
594 (728) 
企業名
越
第4表
全取扱商品に
占める輸入品
比率ー （ー％）
、---一ー 、
59年度 60年度
8.2 若千増
高島屋 20 
経済摩擦・円高と百貨店
百貨店13社の輸入品販売状況
主要輸入品目
宝飾品（米，仏）
婦人セークー（香）
毛皮（米）
紬士・婦人雑貨（仏）
宝飾品，宝石（仏，米，べ）
食品（仏）
輸入商品のなかの
商品買い
付けのた
最近の 1:ット商品めの海外
事務所
ティファニー（米）
ロエベ（スペ）
ショー メ（仏）
12 
※18 
?
大 丸 ※ 6.5 
ルイ・ヴィトン＝
バッグ類（仏）
フォション＝食品（仏）
クリニーク＝化粧品（米）
クリスタルグラス~) 10 
羽毛ふとん（独）
ワイン（仏）
西武百貨店 15 
7.0 
18 
食料品（各国）
食器，家庭品品（米，欧）
紳士服（米，欧）
家具，家庭用品（米，仏）
宝飾品，貴金属（仏，べ）
美術品（英，米，仏）
ゾニア．ルイ・ 8 
ヴィトン（仏）
ミッソーニ，ベネトン（伊）
ハビク（英）
松坂屋 12.5 13.5 
?
伊勢丹 11 14 セーター，スカート（英）
ハンドバッグ（べ）
食器類（米）
?
東急百貨店 ※ 5 
?
婦人子供衣料（欧）
紳士衣料（欧）
寝具（米，欧）
衣料品（伊）
雑貨（伊）
食料品（英）
オレンジ（米）
衣料品（台，香）
たらこ（韓）
?
阪急百貨店 ※10 11~12 酒類（英，米，仏）
瓶・缶詰（英，米，仏）
?
そごう ※ 5.9 6.6 
食料品（英，米，仏，伊，中）
服飾雑貨（英，仏，伊）
婦人服（仏，伊，英）
婦人衣料（伊など）
紳士衣料（英，伊など）
滋器（東独）
?
近鉄百貨店
阪神百貨店
東武百貨店
※ 5 
小田急百貨店 2.9 トロワルロ＝＝
ワイン・紅茶（仏）
※ 1.4 
2.7 
?
3.0 
1.6 
3.5 
婦人セータ・スカート（英）ハウス・オブ・ピアー
ハンドバッグ（伊） ズ（ウイスキー）（英）
ウイスキー（英）
婦人服・雑貨（伊，仏）
家具（北欧）
洋酒（英，仏）
婦人セーター（伊）
婦人服（仏）
紳士セークー（伊）
衣料品（中）
食品（欧）
雑貨（欧）
クッキー （デ）
ハンドバッグ（伊）
ワイン（伊）
ー
??
スコッチウイスキー（英） 0 
ワイン（仏）
ニットセークー（中）
（注） ※販売額ベース。
（資料） 『日経流通新聞』 1985年4月25日付。
経済摩擦・円高と百貨店 (729) 595 
と都市百貨店の総販売高に占める輸入 第5表百貨店9社の輸入品シェア
品販売額のシェアは，ほとんどの企業 企業名 1輸入品シェア(%)
で微増にとどまっていることがわか
19碑度I19ss年度
高島屋 8.4 8.9 
る。 越 6.0 6.7 ~ 
では，百貨店は政府の要請に応えて 大 丸 9.9 8.2 
どのような輸入品販売拡大策をとって
西武百貨店 14.8 15.0 
松坂屋 9.6 9.9 
いるのか，また輸入品拡大にとって何 伊勢丹 7.4 9.3 
か問題点となっているか，をみてみよ 東急百貨店 9.7 10.7 
阪急百貨店 6.3 7.6 
う。 そごう 5.9 6.0 
百貨店9社計 I 8.8 I 8.9 
（資料）通産省調ぺo
v 百貨店の製品輸入拡大策と問題点
百貨店は，一般的にいって他の小売業態に比し輸入品販売では明治中期以
来，舶来品の販売という実績があった。輸入品はもともと舶来品といわれ，
スコッチ・ウイスキー，高級万年筆，香水，ハンドバッグなどに代表される
ように，商品回転率が低く，高マージンをとる高額商品として百貨店などで
販売されてきた。百貨店はいうまでもなく商業資本である。商業利潤を最大
限に獲得するため，マーケティングを展開する。そのため催事は不可欠な手
段であり，輸入品についても催事・フェアは行なわれてきた。
輸入品セールは，百貨店にとってたんなる内発的要求の段階から，貿易摩
擦の深刻化を背景として政府が輸入品の促進を政策として推進するようにな
ると，政府のいわば外圧もあって，盛んに実施されるようになる。 1985年に
おける大手都市百貨店9社の輸入品販売フェアは第6表のようである。「100
ドルお買得セール」「英国展」「インポートフェア」「ヨーロッパ高級家具バ
ザール」など輸入品催事がこれである。
百貨店における輸入品販売を促進する上で必要な事柄は，海外における商
品情報の正確な把握と日本の消費者ニーズに適合した商品の買付である。
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第6表輸入拡大要請への百貨店の対応事例 (1985年）
高島屋 • 事1010月をド展にル輸開お入予買商定得。品セフーェルア(（4イ月ク18リ日ア~中5心月）3，1日月．中売国上展げな10ど億各円種）。催
越 ・英展国開予展定(1。0月~11月）， ティファニーコレクション等の催事を
大 丸 ・大開予アメリカ展 (10月）， ドレクセル家具フェアー等の催事を展定。
西武百貨店 • 国際品（ギフトキ月ャ）ン等ペのー催ン事(を6展月開），予有定名プランド・コレクション 9月， 3 。
松坂屋 ・フランスフェ催ア事(9展~1開0予月）定， ョーロッパ高級家具バザール(4月）等の を 。
伊勢丹 ・インをポートフェア (4月）， シンガポールフェア (5月）等の催事展開。
東急百貨店 •スペイン展 (5 月）， アメリカフェアー (11月）等の催事を展開。
阪急百貨店 ・英事国を大展商開予品展定。(11月）， オーストラリアフェア (8月）等の催
そごう •香港バザール，ョーロッパ名窯磁器展等の催事を展開。
（資料） 通産省調べ (1985年）。
日本百貨店協会が1984年10月現在で調ぺた海外における事務所および店鋪
一覧から作成したのが第7表である。これは都市百貨店11社の海外販売店舗
（販売ないし百貨店業務）および海外駐在事務所の実数を設立年代別，地域
別に整理してみたものである。海外販売店舗は海外の情報収集や買付等の副
次的機能も果たしているところがある。いずれも1970年代に入って急増し，
80年代はそれを上回わる海外展開を示しつつある。大手都市百貨店の国際関
係の分析は，資本・技術・商品の提携などの考察が必要となるが，これらは
別の機会に譲りたい。
日経流通新聞の緊急アンケート（第4表）の中で「商品買い付けのための
海外事務所」は合計60カ所となるが，それは第7表にある海外販売店舗25カ
所と海外駐在事務所33カ所を合わせてまとめたものに相当するのではない
か， と思われる。
通産省が調べた輸入拡
大要請への百貨店の対応
事例としてさらに社内体
の整備がある。海外事務
所・機関の増設ないし増
員計画（高島屋，三越，
東急百貨店）などがそれ
である。
なお， この機会に大手
都市百貨店の海外販売店
舗の特徴にふれておこう。
概していえば，第1に，
海外の店舗は国内のそれ
と比べて小さい。とくに
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第7表百貨店11社の海外における販売店舗
および駐在事務所
設立年代 海外販売店舗 1海外駐在事務所
1969年以前 3 (注1) 7 (注2)
1970 ~ 74年 7 6 
1975 ~ 79年 7 10 
1980 ~ 84年 8 10 
ムロ 計 25 33 
地 アジア 11 6 
域 西 欧 8 19 
別 アメリカ 6 8 
（注1) 1958年2月の高島屋ニューヨーク店には
じまる。
（注2) 1961年12月，西武百貨店ホノル）レ駐在事
務所にはじまる。
（資料） 日本百貨店協会「海外における事務所及
び店舗一覧」 1984年10月より作成。
欧米で顕著である。たとえば，パリの三越290吋，高島屋120nf,松坂屋70nf,
大丸744nf, ロンドンの三越84.4nf, ニューヨークの三越246吋， 高島屋158
nf, ロスアンゼルスの松坂屋1300nfといった具合である。ここには現地の百
貨店のコーナーを使わせてもらっている程度のものもある。これと関連して
第2に，欧米での店は，増大する日本人観光客相手ないし現地日本人を相手
とした程度の，いわば土産物店的性格が強いとみられる。しかし第 3に，東
南アジアでの店舗展開は現地人相手の， より本格的な店舗進出となってい
る。その店舗面積は6,000~12,000nfの大規模なものが多い。たとえば，シ
ンガポールの伊勢丹6,700nf, 大丸10,523迅，香港の三越3,091nf,東急百貨
(27) 
店5,940面などである。なお，近年，バンコクの東急百貨店12,000面， シン
ガポールの東急百貨店10,000面などがあり，さらに台北へのそごうの本格的
進出も来年に予定されるなどがある。技術提携などをふくめて東南アジアへ
(27) 以上の百貨店の海外店舗面積は，日本百貨店協会「海外における事務所及び
店舗一覧」 (1984年10月現在）による。
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の大手都市百貨店の進出は相当程度にすすんでいると思われる。
次に，政府は製品輸入の拡大にキャンペーンをはり，行政指導を強めてい
るが，百貨店側からみた場合，製品輸入の拡大にとってどのような問題があ
るのだろうか。昨年と今年の 7月の 2回にわたる日本百貨店協会へのヒャリ
ングで得たことをふまえていえば，およそ以下のようである。
まず見通しであるが， 百貨店はどことも製品輸入に意欲的となっている
が， 大幅な増加の見通しはもてない状況にあるとみている。その理由とし
て，①国内消費の停滞，購買力の低迷，②海外ブランド信仰の低下，③国産
品の品質・デザイン等のレベルアップ，があげられる。
なるほど，勤労者世帯の実質可処分所得は第一次石油危機を境に停滞し，
前年比減少の年も 4年あり， 1975~83年の 9年間をとってみると，年平均で
僅かに0.8彩の伸びにとどまっているし，家計のゆとりも低下していること
(28) 
は，『国民生活白書』も認めているような状況にある。
百貨店協会としては，いまは「売れる時代ではない」との認識をもってお
り，輸入促進問題にしても，自動車や家電などの輸出偏重の結果としてイン
バランスがでているのであって， そのしわ寄せを受けているし，「政府はや
るぺきことをやってない」と批判的である。つまり，所得減税などして消費
購買力を高めるとともに， 下水道の整備などインフラストラクチュアの充
実，土地政策， 住宅政策の見直しなど「政府は根本から考えないといけな
い」というのである。
それを前提に，輸入促進上の問題点として一方では，関税，酒税，物品税
の問題，他方輸入制限手続の問題があるという。たとえば，装身具にしても
金や金メッキしたものや，スリップやブラジャーにしてもレース付きや刺し
ゅうのあるもの，また模様あみのものに税率が高いなど，時代に合わない関
税があったり，いまではぜいた＜品でないものに差別関税をつけたりしてき
た， というわけである。
(28) 経済企画庁編『昭和60年版 国民生活白書』大蔵省印刷局， 1985年12月， 135
~137ペー ジ参照。
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さらに輸入促進にあたって外国企業の問題点としては，概して，輸出意欲
が不十分であること，日本市場の研究が不十分であること，製品の品質，価
格，サイズ，色，柄，デザインなど日本に適合的でないこと，日本市場に合
致したマーケティングがないこと，ハード面での努力はしていてもソフト面
での努力をしていないことがある， としている。加えて，日本の流通機構に
対する海外からの批判はあるが，日本では必要な商品はすぐ届けてくれると
いうすぐれた面がある。それに対してたとえば追加注文してもパリでは受注
生産で2~3ヶ月かかったりするし， 海外ではストライキ（メーカー， 港
湾，海員など）が多く，安定的な商品供給という面でも問題があるとみてい
る。
以上，百貨店の製品輸入拡大策として輸入品フェアなど催事，海外情報収
集，買付などの駐在事務所の増設，増員など，また製品輸入促進上の問題点
などを考察してきた。
次に，製品輸入の促進にとってこの 1カ年重大な問題となっている急激な
円高と差益還元問題について考察しよう。
VI 円高問題と差益還元を要求する消費者運動
今回の円高は，前回 (1975年12月~1978年10月）に比べ， 1985年2月から
ゆるやかに始まり， 9月22日のG5を契機として急激な上昇を示し史上最高
(29) 
値を更新しつづけるなど今回は劇的様相を示している。原油の方は， とく
に今年春頃から急落してきた。もっとも86年8月初め， OPEC総会が18彩の
減産を決めてから反騰をみせてきているが。この間の円高•原油安の動きを
グラフで示したのが第1図である。さらに輸入物価指数の急速な下落にかか
わらず，国内卸売物価指数が僅かに下落し，消費者物価指数に至っては下ら
ず「安定」している状況を示したのが第8表とそれにもとづく第2図であ
る。同じく，原油 (CIF)価格の大幅な下落にかかわらず，灯油価格とガ
(29) 経済企画庁物価局編『物価レポート '86』経済企画協会， 1986年8月， 47~
48ペー ジ参照。
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第1図 この1年間の対ドル円レート，原油CIF価格
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（注） 1. 各月平均，大蔵省「貿易月報」による。
2. 原油CIF7月平均は8月11日発表の速報値。
（資料） 『消費者運動ニュース』第285号， 1986年8月15日。
ソリン価格は下向しているもののそれほどには下がっていないことを示して
いるのが，第9表とそれにもとづく第3図である。いずれも全大阪消費者団
体連絡会（略称・大阪消団連）の機関誌の図表を使った。第 2図と第 3図
(30) 
は，「この開き，何とみる/」 と読者に問いかけている。 この開きの分が，
(30) 「この開き，何とみる I」に関連して，『物価レポート '86』は， 物価に与え
る効果を産業連関表を使って試算している。「昨年4月から本年4月までには，
実際には円レートは30.2%高くなり，原油（ドル建て，通関CIF)価格は41.9
％安くなっています」として， 「輸入品の各品目の価格が一律に 1%下がった
場合，国内卸売物価は0.15%,消費者物価は0.08%下がることになります。ま
た，原油価格だけが1%下がった場合は，国内卸売物価は0.07%,消費者物価
は0.03%下がります。ただしこの計算は，輸入価格の下落効果が即時かつ全面
的に国内物価に反映するという前提に立っている」と試算している（同上害，
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第2図 この14カ月間，輸入物価•国内卸売物価・消費者
物価の推移 (1985年3月を100として）
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（資料） 『消費者連動ニュース』第279号， 198舷F6月15日。
もとよりそのまま差益ということにはならないが，円高差益，原油安差益の
還元を強く要求する消費者側の叫びを読み取ることができる。
消費者運動団体による莫大な差益を還元せよとの要求運動は，関西が先進
的で，まず電気・ガス料金に向けられた。関西では，大阪消団連が1986年3
月 4 日，「円高•原油値下げ差益問題について学び交流しあう集い」を開き，
(31) 
計数的に値下げすべき差益を試算して要求した。政府は，やっと 5月15日，
約1兆円の電気・ガス料金の差益還元を決定した。消費者運動団体は，値下
54~55ページ）。『朝日新聞』はこれから試算して，消費者物価は今年4月は理
論値なら前年同月比3.3%減であるはずなのに．実績は0.9%増ということは差
益還元がなお不十分な旨論じている（同， 198舷p月24日付）。
(31) 『消費者運動ニュース』第269号， 1986年2月25日. 3月5日合併号。
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(32) 
げは評価するがなお不十分としている。
大阪消団連は 6月24日，「どこへ消えた？ 円高差益ー一円高問題を話し
あう消費者・業者の集い」を開いた。 この集いでは，「円高に移行しても末
端価格は殆んど下がっていない」「流通機構にもっとメスを」などの発言が
続き，さらに衆参同日選挙を前にして各党に「円高問題についての公開質問
(3) 
書」をぶっつけた。また，関西消費者団体連絡懇談会（略称• 関消懇）は8
(32) 同上誌，第277号， 1986年5月25日。
(33) 同上誌，第280号， 198舷F6月25日。公開質問書は，電気ガス料金．大豆，輸
入小麦，粗糖，ごま・なたね， そば，大豆以外の豆類，輸入牛肉，飼料用小
麦，大麦，とうもろこし，羊の肉・鶏の骨付きもも，えび・いか・にしん• ま
ぐろ，輸入果物，ひえ• あわ• ひじき• わかめ・梅・ばれいしょ• たまねぎ，
羊毛，実綿•繰綿，木材，鉄鉱石・非鉄金属鉱・天然ゴムなど輸入品が各と何
10%下落していると数字をあげ，さらに私鉄・ククシー料金，航空運賃，海外
604 (738) 経済摩擦・円高と百貨店
月 20 日，「円高•石油安差益を監視する関西消費者委員会」（世話人代表・下
(84) 
垣内博大阪消団連事務局長）を発足させた。
こうした円高差益還元を求める消費者運動は今後とも推進されるであろ
う。ただ，石油危機のときのように物価高騰への反対運動と比ぺると，値下
げ要求運動は若千の困難を伴う性格があるし，消費者運動団体の中には，安
全性問題ほどに燃えない部分も存在している。
ともかく，国民•消費者の差益還元を求める当然の声を背景に，政府とし
ても差益還元を促す方向をとるようになる。政府にとっては輸入促進対策上
も差益還元を求めざるをえない事情がある。
政府は， とくにアクション・プログラム策定以後，輸入品の流通経路・価
格等についての調査結果を相次いで発表してきた。たとえば，①4省庁（国
税庁， 農林水産省， 通商産業省， 経済企画庁）の輸入品流通実態調査結果
(1985年11月11日発表），②通産省の小売価格調査 (1986年4月4日発表），
③経企庁の輸入12品目についての消費者の意識調査 (86年4月15日発表），
パッケージツアー料金なども取り上げ，消費者に還元されてない点を具体的に
質問するとともに，総代理店制度，円高対策等々について25項目にわたる詳細
な質問をした。
これに対して，社会党，共産党，公明党は設問ごとに回答し，民社党は一括
して回答し，自民党は回答を留保するとなっている（同上誌，第281号， 1986 
年7月5日，参照されたい）。
なお， NHKテレビは，大阪消団連とそっくりのクイトル，「どこへ消えた円
高差益」という45分番組を8月11日夜8時から放映した。西ドイツ車の場合，
並行輸入だと輸入代理店より 1台につき100~180万円安いこと．ハムの原料・
豚肉輸入のからくり，畜産事業団による牛肉輸入の独占，輸入小麦の差益は食
管会計に入ること，石油差益は莫大で，日石と王子製紙のC重油価格 (4~6
月分）をめぐるチャンピオン交渉が未決着で難航していることなど取り上げ，
またガソリンの値下げにみるように値下げのキーワードは「競争」にあると
し，最後に,12兆円にのぼる差益（国民一人当り10万円）はどこへ消えたか，
大蔵省などに1ヶ月あたったが実態はつかめなかったといい，制度の改革の必
要と差益は「とても半分もかえっていない」との女性アナウンサーの声は口調
もきびしく，消費者の声を代弁するもので，好番組であったといえよう。
(34) 同上誌，第286号， 1986年8月25日。
経済摩擦・円高と百貨店 (739) 605 
④経済企画庁，農林水産省，通商産業省，国税庁の輸入消費財価格動向調査
(86年4月30日発表）， ⑥通産省の輸入消費財価格動向調査 (86年7月30日
発表）， ⑥経済企画庁の円高差益還元問題に関する消費者団体の意識調査
(86年7月21日発表）などがある。また年次報告のものでは，⑦経済企画庁
の物価レポート 86 (86年7月23日発表）や⑧通産省の昭和61年度経済白書
(86年8月15日発表）などがある。さらに経済企画庁の物価安定政策会議政
策部会の輸入品の流通及び商慣行 (1986年5月20日出版）も出されている。
これらの調査結果を逐ー紹介しコメントする紙幅はないが，全体としてみ
ると，円高の急進の中で，必ずしも輸入品の販売価格は十分値下がりしてい
ないこと， とくにプランド品についていえること，消費者は円高差益還元が
不十分だとみていること，輸入総代理店が大幅なマージンをとっていること
などが明らかになってきた。
こうした事態の中で，アメリカ等の外圧の下で苦悩する政府関係首脳から
円高差益還元の声も強まっている。たとえば，澄田日銀総裁の「円高差益の
還元不足，消費者が積極的に輸入品の値下げ運動を」との86年5月21日の発
(35) 
言，中曽根首相の「大衆商品を中心に円高差益の一層の還元を進める」よう
Q6) 
にとの経企庁長官への 7月25日の指ホにみられる。公正取引委員会では，円
高にかかわらず輸入品の値下がりが不十分なのは輸入総代理店制度に問題が
あるとみて，乗用車やウイスキーなど25品目程度を選び，専門家による研究
(37) 
会を設置 (8月25日）するという。
円高差益還元が不十分な原因の大きなものは，輸入総代理店制度にあるこ
とは明らかだと思われる。昨年11月の国税庁の調査（前記）でも， 輸入原価
(CI F)が700~900円のウイスキーが市価1万円で売られているが，その場
(38) 
合，輸入総代理店のマージンが3500~4500円と法外なものとなっていること
(35) 『朝日新聞』 198舷I=,5月22日付。
(36) 同上紙， 1986年7月26日付。
(37) 『朝日新聞』 198舷l=,6月21日付。『日本経済新聞』 198舷l=,8月24日付。
(38) 国税庁「輸入酒類の流通実態調査結果のまとめ」 1985年11月，経済企画庁物
606 (740) 経済摩擦•円高と百貨店
が明らかになった」し，また輸入総代理店（しばしば大メーカーや大商社）の
(39) 
独占的支配が強烈で並行輸入が圧迫されていることも明らかである。公取委
は輸入総代理店制度そのものおよびその再販売価格維持制度を独禁法に照ら
して厳重に取締るのを怠ってきたのではないか，またようやく始める前記の
専門家の研究会にしても，今年度末を目途に報告書と輸入業者向けのガイド
ラインをまとめるようだが，のんびりしすぎている。この間にも「千載ー遇
のチャンス」一ー第1次石油ショック時に業界人の発言として問題となり，
今回は学習効果があってかこの種の発言は飛び出してないが一ーとしての莫
大な差益利得が輸入業者等々に隠得されていることは火を見るより明らかで
あろう。
田村通産相は1986年8月19日，去る 5月につづいて，百貨店・チェーンス
トア業界首脳に対し，「差益還元が不十分との批判が消費者から出ているた
め，この日改めて」「円高差益還元をさらに努力するよう要請するとともに，
製品輸入の拡大につながる開発輸入などを促進し，間接的に日本の経済構造
調整に協力するよう呼びかけた。………これに対し市原晃日本百貨店協会長
価局物価政策課編『輸入品の流通及び商慣行』大蔵省印刷局， 1986年5月， 84
ペー ジ。
輪入酒類についてのEC側からの対日批判はきびしい。たとえば，英スコッ
チウイスキー協会のビューシャー会長は，「英国からクダで輸出しても， 日本
の関税と酒税のせいで末端小売価格は 1本2600円程度になる」等の報告書を発
表した。（『朝日新聞』 1986年2月28日付）。また， ECの会合 (2月4日）で，
コー ルEC酒類委員長は「ECから日本へ輸出したウイスキーは，日本産のウ
イスキーの倍近い国内酒税を払っている」等々と批判した（『朝日新聞』 1986年
2月6日付）。
(39) NHK「日本プロジェクト」チー ム「『並行輸入』を考える」， 『NHK特集ー
緊急リポート，アメリカからの警告』日本放送出版協会， 1986年6月， 91~94
ペー ジ参照。
ある旅行社は，「高級外車を安く買うための海外ツアー」を企画し， 関西で
7月に募集する。「ツアーに参加すれば，日本で1000万円近くするボルシェが，
旅行費用を入れても，約700万円で手に入るなど，『円高』と『直輸入』の両方
のうま味が十分実感できる，とか」（『朝日新聞』 1986年6月20日付）。
経済摩擦・円高と百貨店 (741) 607 
らは，努力を約束。同時に政府税制調査会で審議されている大型間接税には
(40) 
反対すると述べた」そうである。
この要請は， この 4月以来通産省が指導してきたことを改めて表明したも
のと考えられる。それを次に考察しよう。
頂通産省指導の「円高活用プラン」
異常な円高の急進行は， 一方では輸出関連産業を中心に甚大な打撃を与
ぇ，円高不況といわれる状況を造り出しているが，他方では円高メリットも
莫大なものとなり，輸入品価格の低下•輸入の増大，海外投資の促進等を促
がす。当然，一般消費者にも相応の差益還元がなされ，消費財の輸入品購買
促進の効果が出るはずであるが，前節でも指摘したように，消費者運動団体
に代表される国民の声は円高差益の還元は不十分として運動を強めており，
(41) 
また政府の各種輸入品流通実態調査でも，かなりの輸入品で値下がりがみら
れるもののその値下がり率が不十分であったり，プランド品などにみられる
ように円高にかかわらず値下がりしていない輸入品も少なくないといった状
況である。
政府にとっては，こういう状況の下で，円高差益の還元とか後述する「円
高活用プラン」は，政治的には二重の問題を避けるために必要な施策となっ
ている。この状況を放置した場合，その1つは，国民の側からの政治不信が
つのり，第1次石油ショック時にみられたような大企業批判，体制批判を惹
起しかねないこと，もう 1つは，アクション・プログラムおよび経済構造調
整政策が意図する輸入促進がスムーズに進行せず，「国際国家日本」を標傍す
(40) 『朝日新聞』 1986年8月20日付。
(41) たとえば，経済企画庁物価局が1986年4月30日発表した「輸入消費財価格動
向等調査の結果について」なる文書によれば， GS以前の85年8月又は9月と
86年3月とを比較して， 37品目のうち小売価格が上昇している品目にはクコ 1
品目，小売価格が下がらず横這いの品目は， チョコレート（国産），電気カミ
ゾリ，ジーンズ，肌着，ネククイ，万年筆，ハンドバック，クイヤ，フィルム
の9品目となっている。
608 (742) 経済摩擦・円高と百貨店
る中曽根政権がレーガン政権を頭とする国際政治の中で不信と批難を浴び孤
立を深め，崩壊を速める可能性があるということ，である。
かくして政府は， 1986年4月8日の「総合経済対策」および5月30日の
「当面の経済対策」として，円高差益還元や円高メリットの活用の方向をも
うち出したのである。その一環として通産省の「円高活用フ゜ラン」があるわ
けである。
さて，円高活用プランの内容はどうであろうか。「円高活用フ゜ランの概況」
(1986年6月）の要点を紹介し，コメントを付してみると次の通りである。
「一般消費者への円高メリットの均霰を積極的に図るため，本年4月以来
主要な百貨店・スーパーに対し，円高活用プラン（①円高メリット活用フェ
アの開催，②円高メリットの活用による小売価格引下げ，③円高メリットを
活用した新規輸入品の開拓， を内容とする。）の策定を指導してきたところ
であるが，百貨店72社，スーパー32社の計104社から，円高活用フ゜ランが提
(42) 
出され，その多くが実施に移されている」という。
まず「円高メリット活用フェアの開催」状況についてみると， 5月末まで
に各社から報告されたものの概要は第10表および第11表のようである。円高
メリットを活用したインポートフェアは全国各地で延べ11,569地点で開催・
計画され，その多くは，東京サミット (5月4~6日）の開催および英国の
チャールズ皇太子・ダイアナ妃の来日の時期に相前後する形で4~5月に実
施された。また百貨店では各種商品を英国を中心に欧州諸国をテーマ対象に
したものが多く，スーパーでは食料品を中心にアメリカやカナダなどをテー
マ対象としたものが多い。さらに政府としても各種マスメディア，ポスクー
等を通じて国民一般に輸入促進のキャンペーンを展開し，その一環として，
JETRO• MIPRO等の主催で，東京池袋サンシャインシティーにおいて「ワ
ールド・インポート・バザール'86」(4月29日~5月6日）を開催し，入場
者約15万人，売上高約3億5000万円の成果をあげたとのことである。
(42) 通産省『円高活用プランの概要』 1986年6月， 1ペー ジ。
プラン提出企業
実円高施活用箇フェ所ア
価格引下げ品目
（代表事例）
新規開拓品目
（代表事例）
経済摩擦・円高と百貨店
第10表円高活用プランの概要
百貨店 スー 9ゞ 一
72社 32社
600 8600 
940 710 
ショッピングカ,80ー0〕ト（米）
〔12,800→7
カセットテープ3巻（香港）
〔500→330〕
プログ0ラ0()-+ム電1卓3,0（米00）〕 マドラス婦人ワン〔19, ピー 10ス0（〕インド）
高級〔10紳0士,0服00-地80（英,）000〕
〔3,900---3,
グレープフルーツ1個（米）
カシミアセー クー 〇（英〕） 
〔180→150〕
〔83,000→74,00 スパ〔448ゲ→ッ3テ68ィ〕 lkg(伊）
テニスラケット0（米00）〕
〔30,000→24, ミンクハーフコート
水着〔6（,9仏0）0→ 5,900〕 〔390,000→290,0（0香0港)） 
145 425 
冷メ凍ー松，，靴動ブ磨ル茸洗ひ湿ざシ（き韓器掛機ュ国ガけGI<)（） 西-OO独am）> 生圧ァスンラ力，家体クト台輸具鍋ンロ湾入ペ（序仏フ，牛具<）ィ-肉自（ン転イ(（お米フ車ン，ン・（ド台豪ドパネ湾） シイ） ウ
墨魯
(743) 609 
計
104社
9200 
1650 
570 
（注） 1. その他のスーパー等では， 2,400箇所で，円高活用フェアを実施。
2. 小売業全体では， 11,600箇所で円高活用フェアを実施。
a. フェア実施箇所数及び品目数は概算である。
4. 〔 〕内の単位は円である。
（資料） 通産省『円高活用プランの概要』 1986年6月。
ところで通産省の行政指導の形をとった小売業へのこの政府介入は，大規
模に展開され，いわば鳴物入りで政治的にも利用された感がある。同時に通
産省のこの指導は，わが国小売業の 1彩弱の百貨店・スーパーに限られてい
て， 1983年12月に答申されたいわゆる「80年代流通ビジョン」において「活
力ある多数」と称された99%以上の中小零細小売商人はカヤの外に置かれて
いたのである。
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（注
）
暫
定
的
に
と
り
ま
と
め
た
も
の
で
あ
り
，
今
後
変
更
の
可
能
性
が
あ
る
。
（資
料）
第
10
表
と
同
じ
。
経済摩擦・円高と百貨店 (745) 611 
次に，「円高メリット活用による小売価格の引下げ」状況は， 第12表のよ
うである。百貨店で940品目，スーパーで710品目，計1650品目が値下げの実
施・計画となっている。食品がそのうちの 6割を占め，日用・雑貨が18%,
第12表小売価格引下げ率の商品分類別分布（概数）
1 引下率商品分類 1食 品 I衣料品 1日用・雑貨 1その他 1合 計 I
百貨店 290 15 
30 邸5(I2ll 
1~9% スー Jゞー 110 10 
小計 400(40) 25(12) 
百貨店 160 20 
1"'30 (37) I 10~19% スー Jゞ一 140 40 
小計 300(30) 60(28) 
百貨店 70 20 45 
20~29% スー )ゞ ― 140 40 45 
小計 210(21) 100(46) 90(30) 
百貨店 70 10 20 
30~39% スー.,ゞ- 140 15 20 
小計 SO(5) 25(12) 40(13) 
百貨店 10 10 
40~49% スー Jゞー 5 5 5 
小計 15(2) 5(2) 15(5) 
百貨店 5 10 
50%~ スー.,ゞー 10 
小計 15(2) 10(3) 
百貨店 555 65 195 
合計 スー~ofー 435 150 105 
小計 990(100) 215(100) 300(100) 
（注） （ ）内は各商品分類毎の構成比（％）を示す。
（資料） 第10表と同じ。
20 355 
5 130 
25(17) 485(29) 
70 330 
10 220 
80(56) 550(33) 
30 165 
5 270 
35(24) 435(27) 
5 55 
65 
5(3) 120(7) 
20 
15 
35(2) 
□ 15 10 25(2) 125 I 940
20 710 
145(100) 1,650(100) 
衣料品13%, その他9彩となっている。引下げ率は， 2割以下が62彩， 2割
台が27%, 3割台以上は11%にすぎない。また引下げ品の 6割は百貨店・ス
ーパーとも食品が占め，その中心はスコッチウイスキー・ワインなど，畜産
類，果実類，菓子類などである。プランド商品は延240品目で全体の一割強，
612 (746) 経済摩擦・円高と百貨店
その 7割弱はウイスキーなど食品が中心で，衣料，日用・雑貨等のブランド
商品の小売価格はあまり引下げられなかったようである。
ところで，以上小売価格の引下げ状況をみたが，値下げ自体は大いに結構
なことである。ただ，値下げ率がまだまだ小さいように感じられる。ここで
は値下げ率3割以下が89%になっているが，注30)にあるように， 4月時点
では1年前の4月に比し約30彩の円高になっている。とはいえ，いつの時点
の価格に比して値下げしたというのかは，この資料からははっきりしない。
円高活用のバザールとはいっても，そのバザールで売られた輸入商品には，
平常価格と変らないものまで混ぜて売り飛ばすという不心得な大型店もあ
る， と現場の知人からきいた。安く売りたいところだが，本社から収益アッ
プのノルマ達成の要請が強いのでそうもいかない， ということだ。こうなる
と，誰れがための「円高メリット活用」か，お役人に聞きたい気持にもなる
のだが，はてご存知かどうか。消費者よ， くれぐれもご用心/ ご用心/
百貨店協会の話では， 5月初め，通産・農林の両省が輸入品の販売促進の
ために二重価格表示をするよう通達してきたようである。円高のため，いく
らの値段からいくらの値段に下がったというやり方で，消費者に非常に安い
という誤認を与える手口である。景品表示法で市価いくらのものをいくらと
消費者を不当に誤認させるような二重表示をすることは違法とされている。
百貨店協会では業界の信用と秩序のためにも二重価格表示はしないことにし
たという。賢明な選択といえよう。中曽根政権の市場開放策もここまでくる
と血迷っているとしかいいようがない。他方，小売価格問題では日常，輸入
価格 (CIF)の4~5倍で売られている商品があることは，筆者のささや
かな直輸入の経験からも否定できない。輸入製品のプライシングの総点検，
不当な高マージンの排除を各社はすべきであろう。
最後の「円高メリット活用による新規輸入品の開拓」では，百貨店が延べ
145品目，スーパーが425品目を実施・計画している。とくに，最近の傾向と
して円高メリットを活用して海外での委託生産，共同開発が積極的に行なわ
れているということである。
経済摩擦・円高と百貨店 (747) 613 
なお，大型小売業者が自己の常設店舗以外の場所に臨時的な店舗を開設し
て行なう販売行為，つまり出張販売については，大規模小売店舗法第10条に
係って，従来，原則として，①最寄品を中心とした一般品でない，②販売日
数が3日以内，③その他，中小小売業者に重大な影響を与えない， という範
(43) 
囲で認められてきた。百貨店協会等はその期間延長を要望してきたが，アク
ション・プログラムの決定により， 1985年8月 1日より輸入品のみを対象と
して販売する場合には出張販売の期間を10日以内とする，期間の弾力化がは
(44) 
かられたのである。
以上，本稿では，主に，経済摩擦に対処する政府・自民党のアクション・
プログラム等を検討し，その輸入促進策が小売業とくに百貨店にどう作用し
ているか，急激な円高と円高差益還元運動とも関連させて最近の流通政策の
動向を考察してきた。中曽根首相はすでにGS以前，アクション・プログラ
ムの骨格決定に際しての談話の中で「一層の円高となることを期待いたし
(45) 
ます」と言明していた。今日までのところ，市場開放政策と円高政策の実施
は，輸入品小売価格の若干の下落等をもたらしたが他方，深刻な円高不況，
流通への政策介入，日本の黒字とアメリカの赤字の双方のさらなる拡大など
にみるように失政といえよう。国民生活の擁護・向上，小売業の正常な発展
の見地からの政策転換の課題は緊要となっている。
(1986年9月 3日，脱稿）
(43) 通産省産業政策局大規模小売店舗調整官付編『大規模小売店舗法の解説』通
商産業調査会,1985年10月， 139~140ペー ジ参照。
(44) 雨貝二郎「小売業における円高メリット活用の動き」『地域ニュース』 1986
年7月8日， 10ページ参照。なお，輸入促進の波にのって，大手スーパーなど
が要望しているところの，①輪入洋酒販売免許の付与の弾力化については，昨
年の10~11月の輸入拡大月間やインポートフェアの開催期間において弾力的に
臨時免許が認められている例もあるとし，③大店法に基づく出店調整の緩和に
ついては，慎重な姿勢を崩していないのが，大規模小売店舗調整官・雨貝氏の
文書でよみとれる（同， 10~11ペー ジ参照）。
(45) 『行動計画』， 196ペー ジ。
